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周産期メンタルヘルスプロジェクト
経過報告

記者懇談会
2018.6.13.

（於：記者クラブ）

日本産婦人科医会
母子保健担当
相良洋子
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周産期メンタルヘルスプロジェクト

目 的： 心理社会的ハイリスク妊産婦（子どもの養育や愛着

形成に問題がおこりそうな妊産婦）を早期に発見して

適切な支援に結びつけていくための体制作り

〇すべての医療機関で、すべての妊産婦を対象に、

メンタルヘルスのスクリーニングとケアを行う。

⇒教育・研修システムの構築

〇妊産婦を必要な支援につなげる

⇒多職種連携の構築

産科医療機関

看護職による面接

妊娠初期 妊娠中期 出産時 産後２週間
１か月
健診時

施設内委員会

院内スタッフによる評価とケア

子育て世代包括支援センター

小児科精神科

保健センター

都道府県

保健所

子育て
支援機関

保育園
幼稚園

学校
公民館

ＮＰＯ
ボランテイア

児童相談所

産後ケア 産後サポート

要対協

周産期メンタルヘルスプロジェクトの目指すもの
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教育・研修システムの構築

〇教育プログラムの作成

〇研修会の開催：

研修会 →周産期医療に携わるすべてのスタッフ

指導者講習会 →地域で研修会を開催していく人材育成

入門編 周産期メンタルヘルスの基礎知識、質問票の使い方

基礎編 実践的知識と精神療法の基礎

応用編 多職種連携と事例検討のためプログラム

教育・研修システムの構築

プログラム（入門編、基礎編、応用編）

研 修 会

指導者講習会

指導者による
地域研修会

指導者による
地域研修会

指導者による
地域研修会

指導者による
地域研修会

指導者による
地域研修会
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研修体制

・研修会、指導者講習会は、年3回、
東京、大阪、福岡で開催

・その他、医会の9ブロックを基盤に、
地域で研修会を開催する体制を作る。

北海道

東北
北陸

関東

近畿
中国

四国

九州

東海

満足度
(n=2４８)

とても勉強に
なった 67％

勉強になった
32％

わかりにく
かった 1％
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研修会・指導者講習会の日程

年 月 日 研修会 指導者講習会

2017 12.10. 第1回（東京）

2018 4.28. 第1回（東京）

4.29. 第2回（東京）

7.1. 第3回（大分）

10.8. 第2回（大阪）

2019 2.16. 第３回(福岡）

2.17. 第4回（福岡）

地域研修会（例：入門編）

講

義

・プレコングレス

「母子の愛着形成について」

・周産期メンタルヘルスの重要性

・周産期メンタルヘルスの基礎知識

①母子の関係性と妊産婦への対応の基本

②妊産婦のメンタルヘルスの不調

事

例

・質問票の使い方

・事例検討

※ ・地域連携・多職種連携のためのプログラム

e-ラーニング

スーパーバイザー派遣

地域で企画
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地域研修会と認定制度

１．主催者に指導者講習会の受講認定者を１人以上含む

２．プログラムは、事例検討に加えて、地域連携のための
ワークショップ等を行い、地域連携体制の強化を図る
ことを推奨する。

３．事例検討にはスーパーバイザーの精神科医を招聘する。
（精神科スーパーバイザー：８名）

４．研修会後に行ったテストに合格した者には認定証を
発行する。

妊
産
婦
等

〇妊娠期から子育て期にわたる様々な
ニーズに対して総合的相談支援を

提供するワンストップ拠点
〇保健師等の専門職がすべての妊産婦等
の状況を継続的に把握し、必要に応じて
関係機関と協力して支援プランを策定

子育て世代包括支援センター
（利用者支援事業（母子保健型））

妊娠前 妊娠期 出産 産後 育児

妊婦健診

乳児家庭全戸訪問事業

子育て支援策
・保育所
・地域子育て支援拠点事業
・里親 ・乳児院
・養子縁組
・その他子育て支援策

両親学級等

妊娠に関する
普及啓発

不妊相談

乳幼児健診

予防接種

産前・産後サポート事業 産後ケア事業

養育支援訪問事業

産婦健診

・医療機関
（産科等）

・保健所
・児童相談所
・子育て支援
機関

・利用者支援
実施施設

・民間機関

相談

助言・
指導

関係機関

連携・
委託

妊娠期から子育て期にわたるまでの
切れ目のない支援の実施

地域の妊産婦支援体制
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産科医療施設におけるメンタルヘルスケアの
必要な妊産婦の有無
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産婦健康診査事業

〇事業目的
産後うつの予防や新生児への虐待予防等を図るため、産後２週間、産後１か月など
出産後間もない時期の産婦に対する健康診査（以下「産婦健康診査」）に係る費用を
助成することにより、産後の初期段階における母子に対する支援を強化し、妊娠期か
ら子育て期にわたる切れ目のない支援体制を整備する。

〇実施主体
本事業の実施主体は、市町村（特別区を含む）とする。
なお、本事業の実施に当たっては、①～③の要件を満たすこと。
①産婦健康診査において、母体の身体機能の回復、授乳状況及び精神状態の
把握等を行うこと。
②産婦健康診査の結果が健診実施機関から市町村に速やかに報告されるよう
体制を整備すること。
③産婦健康診査の結果、支援が必要と認められる産婦に対して、産後ケア事業を
実施すること。

〇費用の請求
医療機関等が、本事業における産婦健康診査を行った場合のこれに要した費用の
請求は、産婦健康診査１回あたり５千円を上限として、市町村長に行うものとする。

多職種連携についてのアンケート調査

厚労科研成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業
親子の心の診療を実施するための人材育成方法と診療ガイドライン・保健指導

プログラムの作成に関する研究
研究代表者：永光信一郎（久留米大学小児科：2018.3.）
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市町村（69） 都道府県小児科医会（39）

都道府県産婦人科医会（40） 都道府県精神神経科診療所協会（36)

％

「妊娠期から乳児期の様々な課題に対する多職種連携は、
貴地区ではどのくらい実施されていますか？」
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多職種連携についてのアンケート調査

厚労科研成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業
親子の心の診療を実施するための人材育成方法と診療ガイドライン・

保健指導プログラムの作成に関する研究
研究代表者：永光信一郎（久留米大学小児科：2018.3.）

0 10 20 30 40 50 60

薬物療法以外の治療法

向精神薬の母乳への影響

向精神薬の胎児への影響

向精神薬の母体への影響

妊娠期・産褥期の精神疾患の特徴

産科医療機関との連携の仕方

行政との連携の仕方

都道府県精神科診療所協会（36）

「周産期のメンタルヘルスの診療（妊婦の精神疾患等）で、知っておきたいことはありますか？」（複数回答）

％
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ハイリスク妊産婦連携指導料

●基本的な考え方：

精神疾患を合併した妊産婦（ハイリスク妊産婦）に対して、産科、精神科

および自治体の多職種が連携して患者の外来診療を行う場合の評価を

新設する。

●具体的な内容：

精神疾患の妊産婦に対して、産科または産婦人科の外来における指導に

係る評価を新設する －ハイリスク妊産婦連携指導料１（月1回）1000点

精神科の妊産婦に対して、精神科又は心療内科の外来における指導に

係る評価を新設する －ハイリスク妊産婦連携指導料２（月1回）７５０点

ハイリスク妊産婦連携指導料

【算定要件】

・妊婦または出産後２ヶ月以内の精神疾患の患者に対して、患者の同意を得て、

産科、精神科および自治体が連携して、診療又は指導を行う。

・精神科からの診療情報が文書により提供されている。

・精神科との間で、診療情報が相互かつ定期的に提供されている。

・小児科との連携体制を有している。

・産科医またはその指示に基づいて保健師、助産師または看護師が、月１回

程度の頻度で、面接や指導を行う。

・ 診療方針に係るカンファレンスが２ヶ月に１回程度開催されており、産科医、

精神科医、保健師、助産師または看護師、市町村の担当者などが参加して

いる。

・出産後の養育についての支援が必要な場合は、要保護児童対策協議会や

母子健康包括支援センター等に相談して情報提供を行う。

・関係学会から示されている指針が適切に実施されている。
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母と子の
メンタルヘルス
フォーラム

in おおいた

メンタルヘルスハイリスク

妊産婦のサポート

ー産科・小児科・行政・精神科との連携ー

平成30年6月30日～7月1日
別府国際コンベンションセンター
B-Con Plaza フィルハーモニアホール

まとめ

・2016年に立ち上げた周産期メンタルヘルスプロジェクトは、全国の
産科医療機関で妊産婦のメンタルヘルスのスクリーニングとケアを
行う体制づくりを進めている。

・教育・研修システム：
入門編、基礎編、応用編の教育プログラムの作成と、これを普及さ
せるための研修会および地域で実践していく人材育成を目的とした
指導者講習会の開催を開始している。
また、産婦人科医会の組織を基盤に、地域での研修会開催を支援
していく体制づくりを目指している。

・多職種連携：
行政との連携、精神科との連携が当面の課題になっている。
産婦健康診査事業、ハイリスク妊産婦連携指導料などを足掛かりに
それぞれの連携を進めていきたい。


